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――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
１．ＪＳＡ会員の皆様へ会員拡大のお願い  
                                                三好永作（事務局長） 

昨秋に発した＜JSA 会員の皆様への喫緊のお願い＞（2009.10.20）でも触れましたが、
会誌『日本の科学者』を毎月発行するという現在のレベルで JSAの体制を維持するために
は、会員 5000名を確保しなければなりません。第 45期後半期（2009年 12月~2010年 5
月）は、先の第３回常任幹事会で会員拡大・組織強化月間として設定されました。これに

呼応して、全国各地の支部地域で活動の強化や会員の拡大などの報告が寄せられておりま

す。これら全国の様々な支部の運動に連動して、福岡支部でも様々な活動の活性化を基礎

として、この期に会員を拡大して昨年５月の支部大会時の会員数を上回る会員数で今年の

支部大会を迎えることを目指して幹事会および事務局員一同奮闘しているところです。し

かし、このことは幹事や事務局員のみで達成できるわけではありません。「平和と民主主
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義・国民生活の向上のために科学と学問を発展させるという JSAの創設以来の基本理念に
共鳴し、これまで会員として JSAを支えてこられた皆さん一人一人の力が必要とされてい
ます。（『日本の科学者』付録 2010年 1月 1日発行，全国事務局長米田氏の訴え）」	
 皆様
におかれましてもこの点にご留意頂き、出来るところで支部活動の強化や会員の拡大にご

協力下さい。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
２．会員拡大の報告	
 

支部会員の減少傾向が続いていましたが、入会者もおられます。入会者を迎えることは

喜ばしいことであり、今後も報告していきたいと思います。今回ですが、この半年で、４

名の加入者がありました。今後も支部会員の拡大傾向が続くとよいと願っています。 

１）大学の教授で電気化学の研究をされている方が入会されました。 
２）大学の学生で結晶の研究をされている方が入会されました。 
３）大学技術職員退職と同時に退会されていた方が再入会されました。 
４）他県で会員だった自然科学の研究者の方が入会されました。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
３．福岡支部ＨＰ開設	
 

福岡支部のＨＰが開設されました（http://jsa-t.jp/local/fukuoka/ 最後の / が必要）。ま
だ内容はわずかですが、以下のような構成になっています。どうぞごらん下さい。 

・トップページ（新着情報、本部や他支部へのリンク） 
	
 	
 	
 ・組織と活動（支部構成と活動内容を個人氏名を出さない形で紹介） 
	
 	
 	
 ・会員による読み物（会員によるエッセイを定期的に追加） 
	
 	
 	
 ・規約等各種資料（現在は支部規約のみ） 
	
 	
 	
 ・お問い合わせ（事務局へのメール連絡先） 

今後、支部ＨＰの新着情報のところへ、例会や研究会のお知らせなど掲載したい情報が

あるときには、メールで事務局（上記「お問い合わせ」を参照）にお送り下さい。 
「会員からの読み物」は定期的に追加したいと考えておりますので、随時メールで事務

局（上記「お問い合わせ」を参照）にお送り下さい。その際、執筆者名については記事に

記載のとおりにしますので、匿名やイニシャルでも構いません。画像は、ＪＰＥＧで

100-200kb 程度に減量してお送りくださいますと助かります。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
４．九州沖縄地区シンポジウムに参加して	
 

三好永作	
 

去る11月28、29日に鹿児島大学において第23回九州・沖縄シンポジウムが開催され、私

と本庄氏が福岡支部から出席しました。28日は全体会が「地球環境と地球温暖化をどう見

るか」というテーマで行われ、40名ほどの参加がありました。八尾信光氏（鹿児島国際大）



の講演「21世紀世界経済の長期展望とエネルギー・環境問題」と	
 江守正多氏（国立環境研・

地球環境研究センター）の基調報告「地球環境と地球温暖化」のあと、坂井雅夫氏（鹿児

島大）のコーディネートで議論が深められました。江守氏の講演のダイジェストは、豊島

氏のブログサイトhttp://pegasus1.blog.so-net.ne.jp/archive/20091129で見ることができま
すが、大変新鮮なものでした。	
 

翌29日は、熊本・鹿児島・沖縄支部からエネルギー問題や開発問題で報告がなされた後、

本庄氏が「九州大学の現状と大学の在り方」というタイトルでされ、それに続いて宮崎・

沖縄支部からそれぞれの大学をめぐる報告がありました。そのあと、フロアーから現状を

どう見るか、また、運動はどうあるべきかのシビアな発言もあり、ＪＳＡの存在意義を含

めて認識を深めました。	
 

次回の九州・沖縄シンポは、熊本で開催することが28日の地区会議で確認されました。	
 

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
５．北九州分会 12 月 11 日例会報告	
 

秋貞英雄 

2009年 12月 11日（金）18：00から 19:30	
 
話題：「新自由主義の終焉と福祉社会の展望」	
 
話題提供者：三輪俊和氏（健和看護学院院長、北九州市立大学非常勤講師）	
 
参加者：9名（出席予定者の当日欠席 1名）。 
会終了後、1時間半ほど 7名で懇親会を開き、学術論に花を咲かせました。	
 
	
 
【講演要旨】	
 
○近代経済学における自由主義経済学とケインズ主義経済学の興亡について紹介	
 
＊新古典派経済学： 
自由放任市場原理で完全雇用が成立すると主張。	
 

＊ケインズ学派： 
不況・失業原因は総需要の不足。対策は国家による有効需要増大政策、大きい政府。 

＊新自由主義の台頭： 
ソ連の崩壊→資本主義世界市場 20億人から 60億人に 3倍化、グローバリゼーション。
市場原理主義、自由放任思想に基づく小さな政府、供給重視の経済学、マネタリズム。 

＊新自由主義の破綻： 
世界金融危機：ブッシュ新自由主義からオバマ反自由主義へ：ニューグリーン政策、
省エネ対策等、グリーン雇用創出政策	
 

○日本における自由主義の席巻と崩壊	
 
・グローバリゼーション、地球規模の戦争政策→軍事大国	
 
・軍事大国化・構造改革推進勢力：日米軍事力でアジアの安定	
 
・財界がねらう労働者支配	
 

新自由主義、国際競争力を高める。賃金を中国、東南アジア並みに、	
 

日本型雇用システムの解体、｢自己責任｣社会へ	
 

○小さい政府と福祉・医療・教育	
 

＊小泉構造改革、財界・経団連の要求‐規制緩和	
 

労働者派遣法：適用業種拡大、労基法｢改正｣：裁量労働制の緩和・労働契約法の制

定：就業規則の不利益変更容易化、雇用継続型契約変更制度、解雇の金銭解決方式	
 

＊大企業の経常利益と税負担	
 

	
 	
 	
 法人税の低下：最大 43.3％から３０％(現在)、法人税減収分＝消費税増収分	
 
経常利益	
 1990年→2006年	
 1.7倍、税負担は横ばい	
 



＊青年労働者の完全失業 151 万人、全体(313 万人)、	
 ワーキングプア：フルタイムで
働いても生活保護水準以下の収入・・・700万世帯	
 
＊医療・社会保障の悪化	
 

  	
 	
 福祉、医療分野に競争原理→格差社会、貧困層の拡大： 健保本人自己負担率、国民
年金保険料の悪化、介護保険導入、障害者福祉の自己負担	
 

＊8月 30 日総選挙結果	
  
構造改革に NO！	
 

○北欧の福祉社会に学ぶ	
 

＊福祉国家と比例代表制：比例代表制の北欧：社会保障の充実；欧米諸国ほとんど比例

代表制。	
 

＊ノルウェー、デンマーク、フィンランド、スウェーデン：豊かな福祉社会、経済の安

定成長を維持、1人当たりの国民所得順調な増加、日本より大。人口千人当たりの公的
分野就業者数(北欧 4国 2005：29.9、‐、24.8、26.4)、 日本 17.9人	
 
＊ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ・ｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄ指数：2007年北欧 4国のﾗﾝｷﾝｸﾞ：1,4,3,2位) 、日本 54位	
 
＊家族関連支出の対 GDP 比率：ランキング北欧上位ほとんど独占(指数 3 以上)、日本

23位(指数)：0.6	
 
＊教育、医療、社会福祉は無料(ほとんど負担無し)：特徴；フィンランドの教育、デン

マークのノーマライゼーション	
 

○日本経済の民主的再建の道	
 北欧社会に学ぶ	
 

＊経済の民主的転換：消費需要(国民生活)の拡大による安定成長： 賃金上昇／物価安定、
余暇の拡大	
 

・大企業の民主的コントロール：低利潤でも生産(賃金上昇)／安い価格）→消費拡大	
 

・民主政府／自治体の樹立 

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
６．九州大学分会第１回例会報告	
 

山木	
 準一（九州大学先導物質化学研究所）	
 

１０月１６日（金）１７時より伊都キャンパス・ウェストゾーン総合学習プラザ第 10 講

義室において、第一回 JSA 例会＠九大が開催され、九州大学先導物質化学研究所の高原淳	
 

教授が「ソフトマテリアルの表面・界面の特徴を生かした材料設計と機能特性」と題して

講演された。会場の総合学習プラザは今年秋に完成した講義棟で立派な講義室であった。

講演は、液晶、ゲル、界面活性剤、合成高分子、生体高分子、エラストマーなどの軟らか

い材料「ソフトマテリアル」で形成される表面と界面に関するもので、高原教授の最近の

研究を理解する事ができ興味深かった。特に、高原教授の研究に対する情熱や興味がひし

ひしと伝わってくる講演であった。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
７．九州大学分会第２回例会報告	
 

中野	
 豊	
 

福岡支部の活性化のための第２回例会に九州大学農学研究院・生物的防除研究施設の高



木正見教授に講演をお願いしました（12月8日（火）18:00～，九大箱崎キャンパス農学部

１号館）。参加者は11名で、会員外からも技術職員2名、学生2名が参加しました。講演タ

イトルは「諫早湾干拓地における農業の展開」です。福岡支部では、何度も諫早湾の干拓

問題を取り上げてきましたが、干拓地の陸の部分が対象になるのは初めてと思われます。	
 

諫早湾干拓事業は昭和61年に着工され、平成11年に潮受堤防が完成し干拓地造成工事が

開始され、次いで農地整備事業が行われました。中央干拓地および小江干拓地では昨年４

月から入植が始まっています。干拓地において米は栽培禁止されており、環境保全型の畑

作もしくは牧草地に限られています。１区画の畑が中央干拓地では6ha、小江干拓地では3ha

であり、機械化による大規模生産のスケールメリットを目指します。個人経営の農家およ

び農業法人の参入が行われていますが、総面積647haという大面積の畑作地は、わが国にお

いては北海道以外では初めてで、ここが今後どのような農耕地に変貌していくかは、わが

国農業の未来にも大きな影響を与えると考えられています。病害虫の侵入がゼロからのス

タートで、有機栽培や減農薬栽培を行いやすいとされている一方で、いったん病害虫が侵

入した場合に、単一作物の大規模栽培地に蔓延し、激甚な被害を与える危険性もはらんで

います。実際、パンフレットには処女地なので害虫、病気の心配はないとされているそう

ですが、高木先生によると、これは間違いとのことです。	
 

	
 高木先生は干拓地での大規模畑作での害虫、病気について、主にウィルス病の媒介者で

あるアブラムシを研究されています。これまでの調査によると、干拓地では春先の４月に

大量のアブラムシが発生していますが、秋にはいなくなります。これは天敵の発生と関係

あるかもしれないとのことです。また，畑周辺の植物に関しても、ただ多様性を求めるだ

けでは不充分であり、「天敵リザーバ機能」を持った植物（例えばナタネ、ヨモギ、オオ

ムギ等）が有効とのことでした。	
 

	
 大規模畑作における病気、害虫対策の研究は始まったばかりで、さらなる継続が必要と

思われます。その他にも、じゃがいも一色になりつつある干拓地での作物生産の調整など、

いろいろな問題に対する対処が必要とのことでした。	
 

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
８．佐賀県に対するプルサーマル導入反対の申し入れ  

三好永作 

去る１０月９日（金）、東京で JSA
エネルギー・原子力問題研究委員会

が経済産業省および民主党へ「原発

へのプルサーマル導入に反対する」

申し入れを行ったのと同時に、JSA
佐賀支部の 2 名（豊島氏、半田氏）
と JSA福岡支部（堤氏と私）の２名
は、玄海原発でのプルサーマル導入

の差し迫った佐賀県に対してプルサ

ーマル導入反対の申し入れを行った。

プルサーマルは資源の有効利用とい

う面からもメリットが小さいだけで

なく、その安全性についても周辺住



民の不安を払拭するような十分な説明がなされていないと実施反対を申し入れたが、対応

した田代課長は国が安全を確認しているというような説明をした。（写真は申し入れを報道

した 10月 10日の毎日新聞） 

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
９．福岡県下高等学校理科教員の方々への働きかけ	
 

鈴木右文 

昨年 11月頃、事務局による会員拡大行動の一環として、福岡県下のほとんどの高等学校
の理科職員室宛に、ＪＳＡの加入申込書付紹介パンフレットと、「益川敏英と科学の仲間」

（「日本の科学者」編集委員会編： 本の泉社）のチラシを郵送しました。これまで高等学
校の教員には組織的に声をかけたことがなかったため、今回の会員獲得月間に呼応して、

高等学校の先生方に入会の働きかけをしようと考え、支部でも割合の多い自然科学に関係

した方々として、理科の教員の方々を対象とすることとした次第です。 
各幹事が割り当てられた高校の分の封書作成及び宛名書きを担当し、郵送費は個人的に

負担して発送しました。今のところ入会の申し出はありませんが、日本科学者会議という

ものがあるということを知っていただいただけでも前進であろうと考えます。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
10．「日本の科学者」読書会・夏の合宿報告（その２）	
 

岸本	
 誠	
 

	
 

2 日目(2009.7.16)のテーマは「戦争と平和」であった。	
 

	
 

Ｖ梅木利巳「クラウゼヴィッツ著／篠田秀雄訳『戦争論』を手がかりに現代の戦争と平和

について考える」	
 

と題して報告した。彼の研究の時代背景に限定された戦争とは三位一体の(政府・軍隊・国

民)の国家間の戦争である。そして戦争と政治の相互関係を分析して「戦争とは他の手段を

もってする政治の継続にほかならない」という有名な定式化を行った。	
 

	
 しかし、彼が死んで(1831 年)から 180 年近く経過し、戦争の規模も技術も大きく変化し

た。彼が経験した戦争を下敷にして書き上げた「戦争論」から何か学ぶべきものがあるか

と疑問を抱かざるを得ない。そして帝国主義戦争(第 1 次、第 2 次世界大戦)、東西冷戦期

の戦争、ポスト冷戦期の戦争(湾岸戦争、イラク戦争)の性格についてふれた。そしてクラ

ウゼヴィッツの戦争論の解読と現代の戦争を考察した近著「クラウゼヴィッツと戦争論」

(清水多吉・石津朋之編、彩清社、2008 年 10 月)を紹介した。	
 

	
 そこには(p.275-276)「1945 年以降、約 100 の戦争が起った。そのうちわずか 17 の戦争

が国家対国家の間で戦われたものであり、17 のうち 9 つの戦争はわずか二つの地域だけで

(南アジア地域と中東地域)発生している。そしていわゆる非国家主体の組織との戦争では

ヴェトナムからアフガンまでことごとく正規軍が敗北している事実が彼の理論の限界を示

している」と述べ、現代の戦争と彼の戦略概念に関連させて、エア・パワー、核兵器の登

場、コンピュータ時代等、現代の戦争の特徴を述べている。そして、現代の戦争について

更に認識を深めるためにとして、管秀輝「アメリカの世界戦略―戦争はどう活用されたか」



(中公新書、2008 年 3 月)を紹介している。また「宇宙戦争の脅威ー緊急で具体的な課題を

めぐって」として PAC3 の福岡県内の 3カ所(芦屋町、築城町、久留米市高良台)に 4基が 2010

年 3 月まで配備されようとしていることの危険性について喚起するよう訴えている。	
 

	
 

Ⅵ酒井嘉子「ルポ	
 労働と戦争‐この国のいまと未来」(島本慈子,岩波新書,	
 2008.11)	
 

	
 現代の日本では、ものづくり企業や基地の労働者は戦争に関わっているという自覚がな

いまま働いている。無人戦闘機を操作する人はそれによって遠い国で殺されている人々の

痛みを感じない。	
 

	
 民間機の軍事利用は 9 条で歯止めが懸っている。イラクに自衛隊を送るために民間機の

使用を要請されたが断った。もし、日本の民間機が戦争に加担するようになれば、旅客機

がテロの標的にされる。９条が消えたら、気象台も空港も日米軍事同盟優先になり、国民

の生活が脅かされる。今、人殺しの生々しい戦争が見えないところで戦争に加担していく

人間が増えている。人間が何事にも無関心で努力しなかったら 9 条は取り除かれ、その先

に来る未来は…	
 

(酒井氏の予告より)因みに島本慈子の著書には「戦争で死ぬということ」(岩波新書,	
 

2006.6)もある。	
 

	
 

Ⅶ藤井哲「我が国の安全保障」	
 

	
 日本の現在の支配階級にとっては、憲法を改悪することは、権力維持のためにまたアメ

リカ軍の要求に従うために、巨大企業(軍需産業)にとっては合法的に税金を取るために必

要であろう。しかし、庶民にとっては、憲法９条が示す通りに軍隊をなくすことは、理想

だけでなく最も現実的な安全保障であり、可能であることを論証する必要があろと考える。

また、安保条約を廃棄して、非同盟国に加わることは世界平和にとって決定的に重要な貢

献となるであろう。	
 

	
 本報では、まずヨーロッパの中世から 19 世紀までの歴史を戦争と軍事科学・技術との関

連で考える。次に 20 世紀における主な戦争の歴史を考える。最後に将来の平和を展望する。	
 

1.	
 19 世紀までのヨーロッパにおける戦争、科学・技術	
 

この節のまとめ	
 

	
 ヨーロッパ諸国はその起源の 8 世紀頃は軍事＝貴族制度的封建社会であった。王侯貴族

間の覇権争い(領土の拡張)同盟間の争いが戦争になった。	
 

	
 16 世紀になると、戦争の規模がだんだん大きくなり、17 世紀の 30 年戦争の戦後処理の

ウェストファリア条約において、主権国家の考えが現れ、国家に外交権と開戦権が与えら

れた。そしてこの条約は戦勝国を有利にするものであった。ウェストファリア条約の

Balance of Powerの考えに基づく戦後処理の慣行は現代まで続き、結果的に戦争を正当化
し、国家間の戦争が激化し、同盟、講和、領土の割譲が繰り返された。	
 

	
 アメリカ、アフリカ、アジアに対しては主要拠点の占領は 17 世紀に終わり、その後は西

インド会社東インド会社が軍事力を使って植民地の拡張を進めた。いずれにしても外交と

軍事を使い分けた。そして結局はイギリスが大国となった。それに対して、中国や日本で

は国内における覇権争いが主であって対外的には防衛的であった。(例、万里の長城、鎖国)	
 

(1)	
 日本はヨーロッパから最も遠い国であった。そして植民地にする価値がない国であっ



た。１９世紀にアメリカは日本を米中貿易の寄港地として位置づけていた。	
 

(2)	
 海が天然の防壁となった。(日本の場合と同様にナポレオンもドイツ帝国もヒットラー

もイギリスに上陸できなかった。)	
 

(3)	
 日本独特の封建制度ー幕藩体制によって、国内が平和で政治が安定していた。	
 

(4)	
 西ヨーロッパの列強は国内問題、植民地統治問題で手一杯であった。	
 

(5)	
 西ヨーロッパ列強が植民地を獲得する時には宣教師がその尖兵となった。日本は鎖国

政策により宣教師をシャットアウトした。その結果、日本侵略の手がかりが得られなかっ

た。	
 

	
 

2.	
 20 世紀の戦争と軍事技術の発展	
 

―中略―	
 

	
 日本でも廃墟の中から目覚めた大多数の国民が憲法 9 条を歓迎した。しかし、その後、

アメリカでは韓国や東南アジア諸国への日本の太平洋戦争に対する賠償金を大幅に減額さ

せた。一方、過去のファシズムの追求をうやむやにさせ、戦犯の政官界復帰を促し、安保

条約によって日本を縛っている。あめりかに追従して得をした勢力(靖国派)が憲法を改悪

して再び国民を破滅に導こうとしている。	
 

	
 

3.	
 第 2次世界大戦後の世界の変化	
 

	
 1947 年東西冷戦が開始された。アメリカは西側諸国の経済再建を援助し、革命の芽を摘

むこととした。NATO, SEATO, CENTO, ANZUS等のソ連包囲の軍事同盟を作った。いず
れも現在では解体または有名無実になった。残るは日米安保条約、米韓相互防衛条約、米

台相互防衛条約、米比相互防衛条約である。	
 

	
 1991 年ソ連の崩壊により、核の熱い戦争に移行することなく、東西冷戦は終了した。一

方、１５世紀から 19 世紀まで営々と築き上げられた植民地が第 2次世界大戦後短期間にほ

ぼ完全に消滅した。これはヨーロッパの宗主国に民族独立運動を弾圧する力がなくなった

ことを意味する。南アメリカ諸国は 19 世紀にスペイン、ポルトガルから独立した。その後、

US アメリカに支配されていたが、最近独自の道を歩み始めた。そして、国連憲章を順守し、

諸民族国家対等平等、平和共存型国際社会を目指す連合がつくられた。NAM(No-Aligned 
Movement), ASEAN, TAC, APEC, EU, SCO(Shanghai Cooperation Organization), 
ALBA, AU等々。	
 
	
 以上に見られるように、地球上には戦争ができなくなるようにネットワークが形成され

つつある。その裏返しとして US アメリカとそれに追随する日本の孤立が鮮明になりつつあ

る。	
 

	
 アメリカの日本占領は、日本が太平洋におけるアメリカの覇権を侵さないように日本の

武装解除と、対ソ連戦争を想定して、そのための前進基地・補給基地の役割を求めたもの

であった。日本の基地は後に朝鮮戦争、ベトナム戦争、中近東の戦争に利用され、現在は

グローバル戦略の拠点の一つになっている。アメリカ以外では日本を攻撃し、占領するこ

とにメリットを持つ国はない。日本から奪うもの(資源)がない。食料がない(占領者は人民

に食料供給する義務がある)。したがって、「防衛」の必要はない。日本が持っているもの

は知的能力が高い人民の労働力であるので、外国は日本と友好関係を保つ方が得策である。

日本も軍事力で外国の資源を奪うよりも技術を売り物にして、交易するのが得策である。

(しかるに、日本の政府はアメリカ産軍共同体に追随してアメリカ軍払い下げの武器を使い

たがっている。小泉元首相の国会発言「日本を攻撃する国はアメリカと闘うことを覚悟し



なければならない。故にアメリカのイラク侵攻を承認する」と。これは国民に対する騙し

であって、日本が先制攻撃を受けて戦争になるというシナリオはアメリカ軍にはない。)	
 

	
 極東に置いて米中の経済的結びつきが強くなり、かつ米朝の和平が成立すると、アジア

では先制攻撃の口実がなくなる。また中東においてユダヤ教とイスラム教との和解が成立

すれば、問題はアフリカの内戦のみとなる。	
 

(ハイテク兵器の開発)	
 

	
 1959 年頃 ICBM が配備されたが使われたことはない。それは民衆の粘り強い原水爆禁止運

動と科学者による”核の冬の警告”の成果であろう。しかし、核廃棄なしには、”狂気に

よる暴発”による戦争の危険は除かれない。	
 

	
 

4.	
 まとめ	
 

(1)	
 ヨーロッパ諸国は日本を植民地にするメリットがなかった。21 世紀になって世界情勢

が変化しても日本を攻撃して、占領するメリットを持つ国はない。したがって、日本防衛

は無意味である。アメリカ軍の基地と自衛隊の存在は危険を増す。	
 

(2)	
 戦争の形態が変化し、ハイテク兵器が使えなくなった。	
 

(3)	
 世界中は平和を確かなものにしようとする運動が主流になってきた。17 世紀以来、政

治問題を最終的には戦争によって解決することに慣れてきたヨーロッパ諸国が戦争の裏付

けなしの外交(話し合い)によって解決する傾向が現れた(EU の出現)。平和の主な障害は米

国の覇権主義である。	
 

	
 要するに我が国の安全保障は、憲法 9 条を守って軍備を撤廃し、日米安保条約を破棄し

て米軍基地をなくすことである。そしてそれは憲法 25 条の完全実施を目指す運動によって

大衆の団結を勝ち取り、権力側をうけまわる宣伝によれば可能である。	
 

(敬称略)	
 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――	
 

11．事務局より本の紹介	
 

「益川敏英と科学の仲間」(編・「日本の科学者」編集委員会, 本の泉社) 

	
 昨年、福岡で開催した九州沖縄シンポジウムにおいて、益川敏英氏に御自身の研究生活

を振り返りながら、大学のあるべき姿について御講演いただきました。そして、その二日

後にノーベル物理学賞を受賞するという大変嬉しいニュースがありました。 
	
 このたび、益川氏のノーベル賞受賞を記念して、「日本の科学者」に掲載された論考や、

座談会・対談などを収録した書籍が出版されました。通常税込 1,575 円ですが、JSA 福岡
支部事務局まで御連絡いただければ 1,300円(税込)にて御購入できます。 
	
 内容は以下の通りです。会員の皆さんには是非読んでいただき、お近くの方にも薦めて

いただくようお願いいたします。職場や地域の図書館になければ購入要請をしていただけ

ますと助かります。 

第 I部：科学の心、平和への情熱 
	
 ・【座談会】科学の心、平和への情熱	
 	
 益川敏英／九後太一／鈴木恒雄／生井兵治 
	
 ・【対談】素粒子のふしぎから憲法 9条まで	
 	
 益川敏英／不破哲三 
	
 ・戦争、200年でなくせる	
 	
 益川敏英 
	
 ・現代の物質観――素粒子はどこまでわかったか	
 	
 益川敏英 



	
 ・基礎研究は大学でしかできない	
 	
 益川敏英 
	
 ・自然科学と弁証法	
 	
 益川敏英 

第 II部：素粒子物理学と教育・研究のあり方 
	
 ・「破れた対称性」と日本の素粒子物理学	
 	
 沢田昭二 
	
 ・科学技術基本計画と「基礎研究推進」の現実	
 	
 野村康秀 
	
 ・大学における教育・研究のあり方――「大学評価」と「競争的資金」の実態	
 	
 池内了 
	
 ・初等中等教育段階における理科教育のあり方 
	
 	
 	
 ――子どもたにの科学的な思考を育てるために	
 	
 梶山正明 
	
 ・【対談】大学改革と現代科学の課題	
 	
 益川敏英／大西広 

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
12．今後の予定	
 

◆エネルギー研究会：2/27（土）、3/20（土） 
◆「日本の科学者」読書会：2/8（月）、3/8日（月） 
◆支部幹事会：2/8(月) 2009年度第４回幹事会 

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
13．定期大会のお知らせ	
 

支部の定期大会が５月９日（日）午後にアクロスの久留米大学サテライトで予定されて

います。講演も企画中です。昨年暮れの会費振込票に印刷している委任状をお忘れの方は、

確実に出席の方を除き、「2010年５月の JSA福岡支部大会欠席の場合は議長に議事を委任
します」という一言を、メールで担当幹事鈴木右文（yubun@flc.kyushu-u.ac.jp）までお送
りください。ファックスの場合は支部事務局（表紙）までお願いします。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
編集後記	
 

福岡環境研究会の１月 16日の例会のお知らせを用意していたのですが、本部からの機関
誌の発送が１週間遅れることとなったために、掲載できなくなりました。同会の関係者の

みなさん、ごめんなさい。本号は何と 200 号です。何か記念の記事を作るなりなんなり、
何か特別企画を打ち出すべきでしたが、気がついたのは編集締切の数日前。おかげで特別

情けない編集後記を書くことになってしまいました。（YS） 


